
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産緑地における固定資産税および 

都市計画税の課税誤りについて 

 
概要 

生産緑地の指定が解除された農地を引き続き農地として利用する場合に、４年が経

過するまで講じられる固定資産税および都市計画税に関する軽減措置（激変緩和措置）

が適用されておらず、過大に賦課徴収していたことが判明しました。 

 

還付対象人数等 

 平成 16年度から令和２年度まで 

７人 15筆 250万 4,800円（本税の還付金額） 

 

今後の対応 

対象者へ９月15日（火）から順次訪問の上、お詫びおよび説明を行い、速やかな

還付等の手続きを進めています。また、再発を防止するため、職員へ法令等解釈の

周知徹底を図ります。 
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